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特殊的要素 に対す る投資関数の導出 とその性質

中 西 訓 嗣

企業の動学的利潤最大化に基づいて,特 殊的要素に対する投資関数を明示的に導

出し,そ の性質を明らかにする。企業は市場に供給する最終財を生産するとともに

自らの特殊的要素に対する投資財を生産する。すなわち,特 殊的要素に対する投資

活動は企業内部における 「結合生産」として把握される。また,正 の粗投資を実現

するためにある厳密に正の資源投入が必要であるとする 「投資活動の不可分性」も

導入される。

キー ワー ド 特 殊 的要 素 モデ ル,動 学 的最適 化,結 合生 産,投 資 の不 可分性

1は じ め に

特殊的要素モデルは国際貿易理論の中核 を構成するモデルの一つである。特殊的要素モデ

ルの動学化の試みとしてはEaton(1987)やRoldos(1992)の 研究があげられる。これ らの

研究では,産 業間を自由に移動できる一般的要素 としての 「労働」 と,2つ の異なる産業そ

れぞれに特殊的な要素 としての 「土地」 と 「資本」の3要 素が取 り入れられてお り,労 働や

土地の供給は一定であるが,資 本の供給量は投資活動によって増加可能であると想定されて

いる。明確な結論を得 るために,蓄 積可能な資本 と蓄積不可能な土地 という特殊的要素に関

する非対称的な取 り扱いは便利であるかもしれないが,土 地を特殊的要素 として用いる産業

の成長可能性 を最初から排除 しているので,モ デルの一般化という観点か らは満足ゆ くもの

ではない。また,EatonやRoldosの モデルにおけるダイナ ミクスは,も っぱ ら家計部門の"貯

蓄行動"に 依存 してお り,事 実上,各 産業 における"投 資行動"は 全 く考慮 されていない。

本稿の目的は,特 殊的要素モデルの動学的一般化の準備段階 として,各 産業内部における

特殊的要素に対する投資関数 を明示的に導出 して,そ の性質を明らかにすることである。特

殊的要素投資関数の性質は,特 殊的要素の特殊性の源泉をどの ようにとらえるのかで変わっ

て くる。本稿では,あ る産業の特殊的要素は他の産業の特殊的要素 とは本質的 ・物理的に異

なる特性 を有する生産要素であって,当 該産業の内部において生産 ・蓄積が行われるもので

あると規定す9.・ のような鰍 的螺 の例 として1ま,鑓 事業における繍 のよラに他の

産業 に全 く用途を持たない物的資本,R&D活 動 によって獲得 される技術知識,あ るいは実践

学習を通 じて形成される熟練労働などをあげておけばよいであろう。
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各企業は市場で販売する最終財を生産すると同時に,自 らの特殊的要素に対する投資財の

生産をも行 う。すなわち,本 稿 における特殊的要素に対する投資活動は,各 企業レベルでの

「結合生産」活動 として把握 される。このように規定す ることによって,ま ず第一に,特 殊

的要素に対す る投資が資源投入を必要 とする活動であることが表現され,第 二に,最 終財生

産 と特殊的要素に対する投資財生産 とは互いに独立ではないことが表現 される。資源投入 を

一定 とすれば最終財生産 と投資財生産 とを同時に増加 させ ることはできず,こ の とき最終財

生産 と投資財生産 は"代 替的"と なる。これに対 して,資 源投入を増加 させれば最終財生産

と投資財生産の両方を同時 に拡大できるので,こ の とき最終財生産 と投資財生産 とは"補 完

的"と なる。

さらに本稿では,結 合生産としての特徴 に加えて,正 の粗投資を実行するために,あ る厳

密に正の水準の必要最小限の資源を投入 しなければならないこと,す なわち,特 殊的要素に

対する投資活動がある種の"不 可分1生"を 有 していることを仮定する。Negishi(1968)の モ

デルでは生産活動における不可分性が導入され,こ の不可分性による動学的内部経済性が幼

稚産業保護論の一つの理論的根拠 となることが示 されている。Negishi(1968)に おける不可

分性は最終財生産水準に関連するものであったが,本 稿で導入される不可分性は投資財生産

水準に関連するものである。

以下の構成は次の通 り。第2節 では,結 合生産 と不可分性によって特徴づけられる企業の

「技術」を具体的に表現する。第3節 では,企 業の通時的利潤最大化問題 を定式化 して,特

殊的要素投資関数を導出する。第4節 では,位 相図 を利用 して,特 殊的要素投資関数と特殊

的要素の蓄積経路の性質 を明らかにする。第5節 では,若 干の比較静学分析が示 される。本

稿では,1企 業 による特殊的要素投資関数の導出と性質に議論を集中 し,そ れに基づ く一般

均衡体系の構築については別稿 で論 じることにする。

2技 術

ある産業に属する企業を考 えよう。前節で述べたように,企 業は当該産業の 「特殊的要素」

と一般的要素である 「労働」とを投入 して,「最終財」を生産するとともに,特 殊的要素に対

する投資財を生産 して 「投資」を行 うもの とする。

現時点において利用可能な特殊的要素ス トックをK,雇 用 される労働力をL,市 場 に供給
　

される財の数量 をy,特 殊的要素に対する粗投資水準を1と 表す。このとき,当 該企業の生産

技術は次の陰関数表示の生産関数によって表 される。

F(y,1,K,L)=0.(1)

一層具体的な形 にするため,企 業による生産 ・投資プロセスを次のようないくつかの段階

に分割す ることを考えよう。まず第一段階において,企 業 は特殊的要素と労働 とを投入する



特殊的要素に対する投資関数の導出とその性質 45

ことによって,あ る"中 間財"を 生産する。中間財の生産技術は次の新古典派的生産関数F
3

に よ って 表 され る もの とす る。

z=F(K,L),(2)

こ こ で,2は 生 産 され た 中 間 財 の 数 量 を表 して い る。この 中 間財 は モ デ ル の 操 作 の た め に導 入

され た仮 想 的 な 変 数 で あ っ て,こ れ に対 す る外 部 的 な 市 場 は存 在 しな い 。 以 下 で は こ の 中 間

財 を"仮 想 的 中 間財"と 呼 ぷ こ と にす る。

第 二 段 階 に お い て,生 産 され た仮 想 的 中 間財 が 最 終 財 生 産 に投 入 され る部 分 夕 と投 資 財 生

産 に 投 入 され る部 分 κと に分 割 され る。

z=x+y,x≧0,y≧0.(3)

こ れ は,最 終 財 の 生 産 活 動 と特 殊 的 要 素 へ の 投 資 財 生 産 活 動 とが 同 一 の 特 殊 的 要 素 ・労 働 比

率 の 下 に行 わ れ る と い う暗 黙 の 仮 定 を表 して い る。

第 三 段 階 で は,投 入 係 数 が1に 基 準 化 され た リカ ー ド的 技 術 に基 づ い て仮 想 的 中間 財yが

最 終 財yへ と変 換 され る。さ ら に,こ れ と平 行 して 中間 財xが 特 殊 的 要 素 に対 す る投 資 財1へ

と変 換 され る。 仮 想 的 中 間財 を投 資 財 へ と変 換 す る技 術 は次 の 関 数gに よ っ て表 され る。

1=9(x一 η).(4)

こ こ で,gは 非 負 値 の 非減 少 関 数 で あ り,次 の 性 質 を満 た して い る もの とす る。す な わ ち,0≦

x≦ ηな らばg(・)=0,ま たx>η な らばg(・)>0,g'(・)>0,g"(・)〈0,lim..■+。 。g(・)=+oo,

lim.iηg'(・)=+QQ,lim。 →+。。g'(・)=oで あ る。

正 の 定 数 ηは投 資 活 動 の"不 可 分 性"を 表 す た め に導 入 され た もの で あ る。 す なわ ち,あ

る正 の 粗 投 資 を実 現 す る た め に は,少 な く と も ηに対 応 す る厳 密 に正 の 数 量 の 生 産 要 素 を投

資 活 動 に投 入 しな け れ ば な らな い の で あ る。 今,死 を次 式 を満 た す よ う に定 義 す る。

9'(i-,).9(¥・)(5)

gの 性 質 よ り,1は 一 意 に 定 ま る。す る と,0≦x≦iな らば投 資 活 動 は収 穫 逓 増 的 で あ り,x>
る

牙ならば投資活動は収穫逓減的となることが分かる。

3投 資 の 決 定

販売され る最終財の価格 をp,労 働賃金率をw,国 際的に取引可能な債券の利子率 をr,さ

らに時間をtと すれば,問 題 となっている企業の通時的利潤nは 次の ように表される。

n・ ∫9..[P{F(κL)一 ・};・vL]e"`dt・

さらに,特 殊的要素の蓄積(純 投資)は 次の微分方程式によって表 される。

K=1一 δK.

(6)

(7)
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ここで,δ は特殊的要素の物的減耗率を表 している(0<δ<1)。 企業の問題は,特 殊的要素ス

トックに関する初期条件K(0)=KO>0と(1)式 ・(4)式 ・(7)式 の制約の下で,通 時的利潤

((6)式 〉を最大化するように各期のxお よびLを 選択することである。

企業の通時的利潤最大化問題にポン トリャーギンの最大値原理 を適用す るために,当 該期

値ハ ミル トニアンHを 次のように定義する。

H≡PF(K,L)-Px-wL十 μ{9(x一η)一δK}.(8)

ただし,μ は共役状態変数である。よく知られているように,企 業の通時的利潤最大化問題の

解はハ ミル トニアンに関する静学的最大化問題 と状態変数K・ 共役状態変数μに関する2つ

の微分方程式および横断条件 によって特徴づけられる。

鰹 ρF(κL)-Px-zvL+μ{9(x一 η)-6K}・(9)

∂豊
K=～ ジ 餉 一η)-6K・(10)

4-一 霧 ・r…-PF。(K,L)・(・ ・r)・,(ll)

μ ≧Oandlimμ 施 一「t=O.(12)
t→+co

ここで,Fκ は∂LF/∂Kを表 している。一般に,Fの 下付添字で対応する変数に関す る偏導関

数 を表す もの とする。

ハ ミル トニアン∬ において変数 κと五 とは加法分離的なので,π に関す る静学的最大化問

題をxとLそ れぞれに関 して分離 して考察することが可能である。まず,労 働投入五に関 し

て検討 してみよう。Lに 関 してHを 最大化するための1階 の条件は,よ く知 られた賃金率 と

労働の価値限界生産力 との一致条件である。

PFL(K,L)一 ω=0.(13)

Fは(K,L)に 関 して1次 同次 と仮定 してあるので,上 式 を解 くことによって労働 ・特殊的

要素投 入比率L/Kを 当該財で測 った実質賃金率 ω≡ω!Pの 関数1と して書 き表すことがで

きる。

ム

π=z(ω)・ (14)

容 易 に確 認 で きる よ うに1は ω の減 少 関 数 で あ る。こ の 結 果 をFに 代 入 す れ ばF(K,Kl〈 ω))=

KF(1,1(ω))と な る。こ こで ア(ω)≡F(1,1(ω))と して お く。さ らにFκ(K ,Kl(ω))=ノ(ω)一 ωZ(ω)で

あ る か ら,特 殊 的 要 素 の物 的 限 界 生 産 力Fκ もω の み の 関 数h(Ul)霧 ア(ω)一一6・)t(ω)として表 す こ

とが で き る。∫と ぬは と も に実 質 賃 金 率 ω の 減 少 関 数 で あ る。

次 に,ハ ミル トニ ア ンHをxに 関 して 最 大 化 す る こ とを考 え よ う。労 働 投 入 量Lの 場 合 と

は異 な り,こ こ で は0≦x≦Kf(ω)の 制 約 条 件 を考 慮 して お か な けれ ば な らな い。こ こ で2つ の
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新 しい変数 λと冗を定義 してお く。

λ≡2,

μ

λ霧9'(x一 η).

(15)

(16)

1単 位 の仮 想 的 中 間 財 を特 殊 的 要 素 の 投 資 財 生 産 に 向 け る と,企 業 は1単 位 の最 終 財 を市 場

で 販 売 で き な くな り,価 格 ρ に対 応 す るだ け の収 入 機 会 を失 う。す な わ ち,財 の 名 目価格 ρ は,

特 殊 的 要 素 の 投 資 財 生 産 に 向 け ら れ た 仮 想 的 中 間 財 投 入 κに か か る単 位 費 用 を も表 して い

る。ま た,共 役 状 態 変 数 μ は 状 態 変 数(特 殊 的 要 素)κ の シ ャ ドウプ ラ イ ス と見 なせ るか ら,

結 局,λ を特 殊 的 要 素 で測 った 投 資 の 単位 費 用 と考 え る こ とが で き るの で あ る。 さ ら に,0≦

λ≦瓦 を満 た す λ に対 して,次 の よ う に関 数 ψ を定 義 しよ う。

ψ(λ)≡min{x≧Ol9(x一 η)=λx}.(17)

この ψ は λ に関 す る増 加 関 数 で あ り,ψ ・(λ)=iお よびlimx_。 ψ(λ)=η を満 た して い る。

さ て,不 等 式 制 約 を無 視 してHをxに 関 して 最 大 化 す る た め の1階 の 条 件 を求 め る と次 の

よ う に な る(不 等 式 制 約 は後 で考 慮 す る)。

μ9'(x一 η)-P-O.(18)

これ を解 けば,κ を λ の 関 数 と して表 す こ とが で き る。

x;φ(λ).(19)

関 数gの 性 質 か ら,φ は λ の減 少 関 数 で あ り,さ ら にlimz_+。 。φ(λ)=η,limx-odi(λ)=+QO

を満 た して い る こ とが 分 か る。 明 らか に,0≦ λ≦ 瓦 な らば ψ(λ)≦ φ(λ)が 成立 し,さ らに

ψ(λ)=φ(え)=死 で あ る。

以 上 の 準 備 の 下 にxに 関 す る不 等 式 制 約 を考 慮 に 入 れ て,HのXに 関 す る最 大 化 問題 を検

討 して み よ う。 外 生 変 数 お よび 先 決 変 数 の値 に応 じて,次 の4つ の ケ ー ス を区別 して お く必

要 が あ る。す な わ ち,ケ ー ス1:λ 〉兀;ケ ー ス2:0≦ λ≦兀 か つKf(ω)<ψ{λ);ケ ー ス3:

0≦ λ≦兀 か つ ψ(λ)≦Kf(ω)<φ(λ);そ して ケ ー ス4:0≦ λ≦冗 かつ φ(λ)≦Kf(ω)で あ る。

こ れ らの 場 合 分 け に応 じて,κ の 解 は次 の よ う に な る。

癌 鷺野 ⑳
厳密には,ケ ース2と3と の境界部分,す なわちKf(ω)=th(a)と なる部分 において,企 業 は

xニ0とx=Kf(ω)>0と の間で無差別 となる。ここでは議論を単純化す るために,無 差別の場

合 には常に正の投資 を選択す るもの と仮定 してお く。

ケース1と2に おけるxニ0は 特殊的要素に対する投資が全 く行われず,生 産された仮想的

中間財のすべてが最終財の生産に向けられることを意味 している。 これに対 してケース3の
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X=Kf(ω)は,生 産 され た 仮 想 的 中 間 財 の す べ て が特 殊 的 要 素 に対 す る投 資 に 向 け られ,最 終

財 は全 く生 産 さ れ な い こ と を意 味 して い る。 こ の と き企 業 の 一 時 的 な利 潤 は マ イ ナ ス とな る。

ケ ー ス4で は特 殊 的要 素 に 対 す る投 資 と最 終 財 の生 産 の 両 方 が 行 わ れ る。 以 上 よ り,特 殊 的

要 素 に対 す る投 資 関数1を 求 め る こ とが で き る。

0,(ケ ース1お よ び2),

1=1(K,λ,ω)≡g(Kf(ω)一 η),(ケ ース3》,(21)

g(φ(λ)一η),{ケ ー ス4).

そ れ ぞ れ の 変 数 が有 効 で あ る範 囲 に お い て,1は 特 殊 的 要 素 ス トッ ク水 準Kに 関 す る増 加 関

数,投 資 の 実 質 単 位 費 用 λ お よび 実 質 賃 金 率 ω に関 す る減 少 関 数 で あ る。

4位 相図による分析

特 殊 的 要 素 投 資 関 数 が導 出 で き たの で,こ れ を利 用 して特 殊 的 要 素 の 蓄 積 経 路 につ い て分

析 しよ う。K一 λ平 面 上 に位 相 図 を描 くた め に,ま ず,ケ ー ス1か ら4の 場 合 分 け に対 応 す る

境 界 部 分 に つ いて 検 討 す る。

ケ ー ス1は λ〉 λに 対 応 して い る。した が っ て,ケ ー ス1と その 他 の3ケ ー ス との 境 界 は 図

1の 水 平 線 兀4の よ う に表 さ れ る。 ケ ー ス2と3と の境 界 はKf(ω)=ψ(λ)に 対 応 して い る。

ψ は λに 関 して増 加 で あ り,ψ(λ)=Xお よびlimx..eth(λ)=η を満 た して い るか ら,ケ ー ス

λ

一λ

λ*

図1:特 殊的要素 蓄積 の位相図
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2と3と の 境 界 は 図1のdkの よ う に横 軸 に正 の 切 片 を有 す る右 上 が りの 曲 線 とな る こ とが

分 か る。ま た,投 資 関 数1は こ の境 界 上 で"不 連 続"と な る。ケ ー ス3と4と の境 界 はKf(ω)=

φ(λ)に対 応 して い る。φ は λ に 関 して 減 少 で あ り,limx-。 φ(λ)=+・ ・ を満 た して い るか ら,

ケ ー ス3と4と の 境 界 は 図1のdqの よ う に横 軸 を漸 近 線 とす る右 下 が りの 曲 線 とな る。 ま

た,ψ(λ)ニi=φ(Σ)で あ る か ら,ケ ー ス2と3の 境 界 線 とケ ー ス3と4の 境 界 線 と は,λ=

i上 の1点(図 のd点)で 一 致 す る こ とに な る。 結 局,こ れ ら3本 の境 界 線 に よっ て,K一

λ平 面 は4つ の 領 域A,B,C,Dに 分 割 され る こ とに な る。以 下 で は,領 域AとBと の 境 界

をAB境 界線,領 域BとCと の 境 界 をBC境 界 線,領 域Dと そ の他 の領 域 との境 界 をD境 界 線

と呼 ぶ 。

特 殊 的 要 素 ス トッ クKと 投 資 の 実 質 単 位 費 用 λの 時 間 的 な 変 動 は 次 の 連 立 微 分 方程 式 に

よ っ て 記 述 さ れ る。

K・1(K,λ,ω)一 δK,(22)

i={λh(ω)一(δ+r)}λ.(23)

後 者 の微 分 方 程 式 は(15)式 を時 間 に 関 して微 分 して,そ の 結 果 を(11)式 に代 入 して得 られ た

もの で あ る。

さて,(22)式 に 注 目 して,特 殊 的 要 素 蓄積 の 動 学 に つ い て 検 討 して み よ う。 領 域Aに お い

て 左=0と な るの は,次 式 が 満 た され て い る場 合 で あ る。

K-9(φ(λ)一 η).(24)δ

φ は λ に 関 す る減 少 関 数 で あ り,gは 増 加 関 数 で あ る か ら,Kに 関 す る定 常 軌 跡(stationary

locus)は 領 域Aに お け る右 下 が りの 曲線 と な る。図1の 曲 線eaqは こ の 場 合 の 定 常軌 跡 を描

い た もの で あ る。 も し物 的 資 本 減 耗 率 δが十 分 小 さけ れ ば,こ の定 常軌 跡 は領 域A,B,C,

Dの 境 界線 の 交 点dの 右 側 の 点eを 通 る こ とに な る。 さ らに,こ の 定 常 軌 跡 とAB境 界線 と

は1点qで 交 わ る こ と も示 さ れ る。領 域Aに お い て,も し(K,λ)が 定 常 軌 跡 の 左 側 に位 置

して い る な らば 左>0で あ り,逆 に(K,λ)が 定 常軌 跡 の右 側 に位 置 して い るな ら ば 左 く0

で あ る。

次 に領 域Bに つ い て検 討 し よ う。 領 域Bで は 次 式 が 満 た され て い る と き にk=0と な る。

g(Kア(ω)一 η)一δK==O.(25)

しか し,領 域Bに お い て は

塑 ≦κ≦塑 .(26)ノ(
ω)ノ(ω)

の 不 等 式 制 約 が 満 た され て い な けれ ば な らな い か ら,(25)式 がKに 関 す る解 を有 して い る と

は か ぎ ら な い。 た と え ば,λ が 瓦 に十 分 近 く,加 え て δが十 分 に小 さ い な らば,領 域Bに お



50 第189巻 第2号

い て(25)式 はKに 関 す る解 を持 た な い。 この 場 合,K=g(Kf(ω)一 η)一δK>0と な る。 逆 に,

λが 十 分 ゼ ロ に近 い値 を とって い る な らば,(25)式 は最 大 で2つ のKに 関 す る解 を有 す る こ

とに な る。これ らの解 をKお よび κ と表 す こ とに す る(ざ くK)。 領 域Bに お い て,も しK<

Kあ る い はK<Kな らばK<0で あ り,逆 に も しK〈K<Kな らばK>0で あ る。

次 に領 域CとDに つ い て検 討 しよ う。も し(K,λ)が これ らの領 域 に含 まれ て い る な らば,

K=一 δK≦0で あ り,K=Oで な い限 りKは δの 率 で 単 調 に減 少 す る こ とに な る。 したが っ

て,こ の 領 域 に お け るK=0と な る定 常 軌 跡 はK=0と な る。

続 い て,投 資 の 実 質 単位 費 用 λの 変 動 につ い て検 討 し よ う。(23)式 よ り,λ==Oと な るの は,

λ=0あ る い は

λ一λ・≡並(27)ん(
ω)

が 満 た され て い る場 合 で あ る こ とが分 か る(λ">0)。 もち ろ ん,λ 〉 λ*な らば λ>0で あ り,

逆 に λ*〉 λ>0な らば λ〈0で あ る。 した が っ て,λ に 関 す る定 常軌 跡 はK一 λ平 面 上 の2つ

の 水 平 線,す な わ ち横 軸 と λ=λ 拳に よっ て表 され る。 も し物 的 資 本 減 耗 率 δが 十 分 に 小 さ け

　

れ ば λ 〉 λ零で あ る。

図1は,Kと λの 変 動 に関 す る以 上 の 議 論 を ま とめ て,位 相 図 を描 い た もの で あ る。 図 解

か ら容 易 に読 み とれ る よ うに,点a,b,m,n,お よ び 原 点 の5つ の定 常 点 が 存 在 して い る。

見 か け上,cは 定 常 点 の よ う に見 え る が,実 際 に は 点cに お い てR>0と な っ て い るの で,c
　

は定常点ではない。5つ の定常点のうち,m,n,お よび原点の3つ は漸近安定点であり,残

りのα,ろ は鞍点である。

m,n,原 点に収束する経路および発散する経路は(12)式 の横断条件 を満たさない。すなわ

ち,最 適経路は鞍点 αあるいは δに収束する経路のみである。これ らの経路はκ一λ平面上の

水平線によって表されてお り,し たがって最適経路上 において投資の実質単位費用は一定値

λ*を とることが分かる。αを正の定常均衡点 と呼び,こ れに対応する特殊的要素ス トック水

準 を

κ・。9(φ(λ*)一'η)(28)δ

と表 す 。 さ ら に,鞍 点経 路 とBC境 界 線 との 交 点cに 対 応 す る特 殊 的 要 素 ス トッ ク水 準 を

ψ(λ*)KC≡…(29)

ノ(ω)

と表 して お く。

α と δの う ち,い ず れ の鞍 点 均 衡 が 長 期 的 に 達 成 さ れ るの か は,特 殊 的 要 素 ス トッ クの 初 期

水 準KOに 依 存 して い る。 も しKO<KCな らば,最 適 経 路 上 に お い て特 殊 的 要 素 に対 す る投
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資は全 く行われず,特 殊的要素は所与の物的資本減耗率 δで減少 し続けて,最終的にはゼロと

なる。企業が最適経路上で正の一時的利潤を獲得することは可能であるが,市 場から消え去

るまで規模 を縮小 し続けることになる。このように,KCは,企 業が成長 してゆくのか衰退 し

てゆ くのかの分岐点となっている。以下,KCを 分岐水準 と呼ぶ。

もしKOがKCに 十分近 く,さ らにKO>KCで あるならば,最 適経路上の初期点は領域Bに

含 まれ ることになる。特殊的要素に対する純投資は正であるから,特 殊的要素ス トックは増

加 し始め,長 期的にはK*に 至ることになる。この場合,初 期時点からしばらくの期間(す な

わち,最 適経路が領域Bに 含まれている期間)に おいて,企 業は生産 された仮想的中間財の

すべてを投資活動に投下 しており,最 終財 を全 く生産 していない。 したがって,企 業の利潤

は一時的には負 となっている。最適経路が領域Aに 入ると,企 業 は最終財 を生産 ・販売 し始

める。 しか し企業の一時的利潤が直ちに正 となるわ けではない。領域Aに おける企業の最適

経路上の一時的利潤 πは次の ように表される。

π=P{Kf(ω 〉一φ(λ*)卜wKl(ω)=PKh(ω)-Pφ(λ*).

した が っ て,領 域Aに お け る一 時 的 利 潤 は次 式 が成 立 す る と きに 非 負 とな る。

φ(λ*)K≧

苑(ω)●

(30)

(31)

特殊的要素ス トックの初期水準が十分 に高ければ,最 適経路上を κ亭に向かって単調 に減

少することになる。

5比 較 静 学

本節では,実 質賃金率 ωや利子率rの 変化に関する比較静学分析 を行 う。

まず,実 質賃金率ωの外生的上昇がK*に 及ぼす影響について検討 してみ よう。hは ωの減

少関数であるから,ω が上昇す るとλ*≡(δ+r)1h(ω)は上昇する。λに関する定常軌跡は上方

にシフ トす るが,Kに 関する定常軌跡は不変にとどまる。図2に 示されているように,正 の

定常均衡点はαから〆 へと変化する。これ より,正 の定常均衡点における特殊的要素ス トッ

ク水準 は滅少することが分かる。

実質賃金率 ωの上昇によって労働投入量は減少 し,さ らに労働投入量の滅少に伴 って ぬで

表 される特殊的要素の限界生産力は低下する。限界生産力の低下は投資活動の収益性の低下,

すなわち特殊的要素で測った投資の実質費用の上昇 を意味 している。投資の実質費用が上昇

す るので,特 殊的要素の蓄積が鈍化 し,結 局,長 期定常状態における特殊的要素ス トック水

準が低下するのである。

実質賃金率 ωの上昇に伴って,最 適経路が上方へ とシフトすると同時にBC境 界線 も右方

ヘ シフ トしていることに注意 しよう。最適経路 とBC境 界線 との交点は,cか ら〆 へ と変化
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λ

一λ

λ零

K

図2:比 較静学 分析

する。これに伴って,成 長か衰退かを決定する分岐水準KCの 水準はより高 くなることが分か

る。最適経路上で領域Cに 含 まれる部分がより大 きくな り,言 い換 えれば当該企業が"衰 退

企業"と なる可能性は高 くなっている。

続 いて,利 子率rの 外生的上昇がK*に 及ぼす影響について検討 してみよう。利子率rが 上

昇するとλ*≡(δ+r)/h(tO)は同率で上昇する。λに関す る定常軌跡は上方にシフ トし,Kに 関

する定常軌跡は不変にとどまる。先ほどと同様 に,正 の定常均衡点はαから〆 へ と変化 して

特殊的要素ス トック水準は減少することになる。利子率rの 上昇は借入にかかる直接的な費

用 を上昇させて投資を抑制する。特殊的要素の蓄積は鈍化 して,長 期におけるK*の 水準は低

下するのである。

注

1あ る産業 の特殊 的 要素 は他 の産業 の特殊 的 要素 と物理 的 に同一 で あ る ものの産 業 間移動 には非

常に長 い時 間が 必要 で あ る と規 定 して,特 殊性 の 源泉 を 「短 期 にお け る産 業 間移 動 不可 能性 」 に

求 め る立 場 もあ る(た と1.ば,Mayer(1974),Mussa(1974),Neary(1978)を 見 よ)。 な お,

特殊 的 要素 モデ ルの創 始者 ともいえ るIkemoto(1969)やJones(1971)で は本稿 と同様 の立 場

が と られ てい る。

2以 下 で は,1単 位 の特殊 的要 素 ス トック は単位 時 間 あた り1単 位 の特 殊 的要素 サ ー ビス を生 み

出す もの と仮 定 す る。
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3Fは 単調 増加 ・連 続微分 可 能 ・強準 凹 ・1次 同次 で ある。

4い くつ かの段 階 に分 割 され た投 資 ・生産 技術 を,次 の ように して単一 の陰 関数表 示生 産 関数 に

再 統合 す る こ とが で きる。 す なわ ち,F(y,1,KL)≡y+g'i(1)+η 一F(K,L)=0で あ る(大

域 的 なg-1の 存在 は保 証 されな いの で,こ の よ うな表 現 は幾分厳 密 さを欠 いて い る)。

5ド ッ ト記 号(')は 時 間 変数tに 関 す る微 分 を表 して い る。 た とえば,KffdK/dtで あ る。 また,

K,L,x,yな どは時 閲tに 依存 す る変数 では あ るが,特 に必要 の ない 限 り時 間tは 明示 しない。

6以 下 で は 冗〉λ*を 仮定 してお く。

7領 域BとCと の境 界線上 で投 資 関数iが 不 連続 で あ るこ とに注意 しよ う。
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